
 

→改正地方公務員法施行

令和４年度末
（2022年度末）

令和５年度末
（2023年度末）

令和６年度末
（2024年度末）

令和７年度末
（2025年度末）

令和８年度末
（2026年度末）

令和９年度末
（2027年度末）

令和10年度末
（2028年度末）

令和11年度末
（2029年度末）

令和12年度末
（2030年度末）

令和13年度末
（2031年度末）

令和14年度末
（2032年度末）

定年年齢→

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

退職

昭和41年度生まれ

昭和42年度生まれ

定年61歳

昭和37年度生まれ

昭和38年度生まれ

昭和39年度生まれ

定年62歳 定年63歳 定年64歳 定年65歳

昭和40年度生まれ

再任用

再任用

再任用

再任用

再任用

１ 定年の段階的引上げ                                                                                

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年１２月２６日 

総    務    部 山形県職員の定年引上げについて 



 

 

 

61歳 

～ 

65歳 

２ 定年引上げ後の60歳以降の働き方の選択肢                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公社等再就職 

 

○再任用（フル・短時間） 

 

○会計年度任用職員、民間等 

○現役（基本） 
・管理監督職は、非管理監督職に 

 役降りのうえ現役続行 

 

 ・管理監督職以外は、現行職位の 

まま現役続行 

 

・給料月額は、60歳時の７割水準 

 

・フルタイム勤務が難しい場合等

は、高齢者部分休業を申請可能

（休業時間上限 19h20m/週） 

○退職 

・公社等再就職 

 

・定年前再任用短時間勤務 

 （週19h30m又は31h） 
 

・会計年度任用職員、民間等 

本人の希望により選択可 

～60歳 現 役 

○再任用（フル・短時間） 

・R5～R13（65歳までの段階的引上げ期間中）の間、R4までの再任用と同じ 

制度として暫定的に設置 

61～64歳 
で定年退職後 

R5～R13限り 

定年退職 

～Ｒ４年度退職者 

現 役 

定年まで 
現役続行 
が基本 

Ｒ５年度退職者～ 


